
別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
1  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
3
№
19

0 2 0 1 0 9 0 1 0 5 1 5 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成27年度の実績（平成27年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成28年度の事業計画（平成28年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

予算科目
目 事業コード

一般

事業を進めるにあたっては、庁内における合意形成だけでなく、市民や議会との合意形成も必要となる。
情報を共有し意見交換をしながら、また専門的知見も活かしつつ、これからの公共施設のあり方を検討していく必要がある。

どの施設に財を投入すべきか判断できないまま施設が老朽化し、事故等を引き起こすことにつながりかねな
い。そのような危険な施設は閉鎖せざるを得ず、市民サービスに大きな影響を及ぼす。

○

うち委託料

・平成28年度からは体制も強化した。これまで以上の成果を上げ、時代に即した施設としていく。
・中・長期的な展望のもと、広く議論をしながら、市民サービスに必要な施設が適切に管理され、かつ有効に活用
されるよう公共施設等総合管理計画の策定に取り組む。

向
上

事務事業名

政策名

施策名

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

× ×

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

他の事業との兼務で行っており、最小限の人員体制であるため。

市全体の資産を統一的かつ総合的に扱う事業は他には存在しないため。

×
維
持

低
下

固定資産台帳の整備、公共施設保全計画の策定、公共施設白書の作
成により基礎情報の整理は進んできた。また、庁内検討体制の整備、職
員研修、自主勉強会の立ち上げ等により庁内における検討体制も整って
きた。そして、市報特集号、市民説明会、わくわく塾等により、市民との合
意形成の取組みにも着手した。
このようにストックマネジメント事業の取組みは一歩ずつ進んではきている
が、今後、計画策定と実行という難しい局面に入っていく。

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

国立市の保有・管理する資産は市民全体の財産であるため。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

資産の適正管理と有効活用は、毎年度見直しをしながら継続的に取り組んでいく必要がある。

これまでは最小限のコストで事業を進めてきたが、今後はノウハウを持ったコンサル等の支援を受けることも検討課題となっている。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

最小限の事業費で行っているため。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

国立市が保有・管理する資産の適正管理と有効活用を行う事業であるため。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

平成27年度の公共施設白書作成において、施設の活用状況に相当差があることが判明した。老朽化への対
応とともに、複合化・統廃合などの再編手法により、人口減少社会に対応した公共施設マネジメントを行い、市
全体として市民サービスにとって必要度が高く、効果的・功利的に活用される施設へと変えていく必要があ
る。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金

その他

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他

扶助費

0-48,248-20,700-7,700-8,829

0

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!

0 0 0 0

0 0 0 0
0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0

546

048,248

0

20,700

✔

✔

7,7008,829

㎡

㎡

（決算）（Ａ）

0 0

0

0 0

0

000

3,508

00
0 0

-

0 0 0 0

119,424 119,484 119,527 118,473

364,512 363,696 369,478 354228 - -

各施設において、必要な行政サービスを持続的かつ良好に提供できるようにする。

国立市公共施設白書（更新版）の作成、庁内検討体制（推進本部、検討委員会、検討部会）の整備、職員研修の実施、自主勉強会の立ち上げ、市民説明会・わくわく塾（出前講座）の
開催、施設のあり方検討調査の実施、遺贈物件の受入れなど。

公共・公用施設が適切に管理され、市有財産が有効に活用されています。

0 0 0 0
0 0 0 0

011,0854,0835754

0 0

ストックマネジメント事業

4,083 11,085
4,018 10,800

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

4
0
0

575
562
0

1,470 1,464 1,458 1,458

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

2,1252,125
036,617

国立市の保有・管理する資産（土地、建物、道路、下水道等）

16,6177,1258,825
-8
-6

02,1172,117

国立市これからの公共施設の在り方審議会の設置及び運営、国立市公共施設等総合管理計画の策定など。

千円

千円

千円

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

課長名

款 項

所属部

所属係

単年度繰返

3 まちをつかう

施策19　市有財産の管理と有効活用

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

会計
法令根拠

23

政策経営課

薄井　敏男

所属課政策経営部

政策経営係

1 1

平成26年度

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円 0 0 0 0

千円

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

（決算）
平成24年度

（決算）
項目

①

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（決算）（Ａ）
平成25年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

1人

千円

時間

人

千円

時間

人

0
0

52

100%
-13,158

0

0

0
0
0
0

13,158

2,100
0

0
52
0
0

2,356

000
1

1,500

2,356
10,750
2,250

1 1

9,492

0 0 0 0 0
000

00000
034,50014,5005,0008,500 6,700

6,900時間 1,700

-13,000
0

0
0
0

2 2 5
1,340 1,000 2,900

9,500

13,000

平成28年度
（当初予算)

平成27年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

-

国立市の公共施設の多くは1960年代後半から1970年代にかけて建
設されものであり、今後次々と更新の時期を迎える。これらの施設の
更新には多額の費用が必要であり、すべての施設を建替えるだけの
潤沢な費用を用意することは困難な状況である。
このような厳しい状況においても将来世代へ負担を先送りすることな
く、公共施設の更新を計画的に行っていくため、この事業を開始し
た。公共施設だけでなく、国立市が保有・管理する資産全般につい
て、適正管理と有効活用を図っていく必要がある。この課題に対応
するため、平成23年4月に担当課長を置き、検討を開始した。

国立市が保有・管理する資産の適正管理と有効活用を行う事業である。具体的には、公共施設マネジメント、低・未
利用地の有効活用、有償借地の解消などに取り組んでいる。平成26年4月22日付けで、公共施設等総合管理計画
を策定するよう国から要請があったこともあり、建物だけではなく、道路や下水道といったインフラ施設についても併
せて検討を進めていく。
（これまでの主な取り組み）
平成23年度　国立市公共施設白書の作成
平成24年度　国立市公共施設等のあり方に関する研究委託、国立市公共施設マネジメント基本方針の策定
平成25年度　低・未利用地活用方針の決定
平成26年度　国立市公共施設保全計画の策定、市民アンケートの実施
平成27年度　国立市公共施設白書（更新版）の作成

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

名称 単位

差額
単位

平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

0

-15250

-1054

0

0

0

0

市有土地面積（決算書による）

市有建物延床面積（決算書による）

平成27年度 平成28年度 目標年度

1,900
2

0
0
0
0

0
3,456
3,508

0
0
0

0
0
0
0
0



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
1  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
3
№
19
会計
一般 2 1 8 0 1 0 4 5 5 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成27年度の実績（平成27年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成28年度の事業計画（平成28年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

-32,196
-30,189

0
0
0

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

平成27年度 平成28年度 目標年度

0
8

技術協力数

営繕事業の執行数

主管課の数

市有建築物（学校を除く）の数

技術協力数

営繕事業の執行数

2

-22

0

0

2

-22

名称 単位

差額
単位

平成24年度 平成25年度 平成26年度

（事業の内容）
・市有建築物等の営繕（学校施設を除く計画・設計・施工等）業務を行う事業。
・営繕事業の効率的執行及び技術水準向上を図る目的で、26市営繕担当課長会へ参画する。
（業務の内容）
・学校施設を除く市有施設の維持修繕等を主管課より依頼を受け工事等の計画、設計・工事費の算出（予算化）
　及び事業執行を行う業務
・26営繕担当課長会では、①東京都建築協議会の報告を受ける　②各市の抱えている問題の情報交換を行う
　③東京都からの問題提言を受けて各市の取組み状況を取りまとめ、東京都に報告する。業務を行う。
（予算内訳）
・需用費（消耗品費、燃料費、印刷製本費、修繕費）、役務費、委託料（建築改修等設計委託料）、使用料及び
　賃借料

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成28年度
（当初予算)

平成27年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

98

7 8 9
16,150 16,000 16,000

0

-28,044

時間 17,670

28,044
0

0
0
0

16,500

111
082,50080,00080,00088,350 80,750

03,2003,200

11

0

1 1

2,145

1,600 1,540 1,600 1,600 1,600

0

3,820

3,2003,0803,200
0
0

3,820
91,550

0
0
0

95,370

2,804
0

0
0
0

0
0

0

100%
-95,370

0

0

0

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成25年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

10人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

件

（決算）
平成24年度
（決算）

1 4

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円 0 0 0 0

②

③

④

手段

対象

意図

結果

建築営繕課

内山　猛

所属課行政管理部

建築営繕係

8

2 1

平成26年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
法令根拠

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

3 まちをつかう

施策19　市有財産の管理と有効活用

①各課の技術協力
②営繕事業の執行

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

2,145
1,430

02,2504,3502,2052,160
087,950

①主管課
②市有建築物（学校を除く）

10 3

87,55085,40585,990

1,440 1,470 2,900 1,500

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

4,481
3,402
0

37,038
34,186

0

建築営繕にかかる経費

6,849 11,559
1,990 5,000

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

0 0

011,5596,84937,0384,481
0 0 0 0
0 10 10 160

①技術的アドバイスを受ける
②長寿命化

18 37 46 24 26

①各課の技術協力
②営繕事業の執行

該当施策なし

19 19 19 19 19

0

97 97 98 98

1 4 8 10 3

18 37

0 0 0

46 24 26

0

10100

-30,189

0160
0 0

0 0

0

0 0

課

施設

件

件

件

（決算）（Ａ）

✔

122,45390,471

0

94,409

0

099,669

0 0 0 0

0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!
0-99,669-94,409-122,453-90,471

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？
市有施設の維持保全については、建物の老朽化・劣化状況に応じ、改修していくのが現状であるが、平成26年度に保全計画を策定したことにより、
この計画に基づいて改修を行っていく必要がある。

維持 増加

市有施設の営繕業務を行うことは市役所の責任であるため。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

修繕計画を作成し、計画的な建物の維持修繕を行う。
平成26年度に国立市公共施設保全計画を策定し、施設の老朽化状況の評価と今後かかるコスト及び保全方
針等を集約し、今後の公共施設再編計画へ繋げる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

建物の老朽化と共に業務量が年々増加している状況である。限られた職員で業務をこなすためには、改修の優先度を決める必要がある。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

予算内に占める割合が大きい建築改修等設計委託料は突発的な工事等の設計に必要なため削減の余地は
無い。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

昭和４０年代に建てられた建築物も３０年以上が経過し、雨漏れや設備
の老朽化等が進んでいる。こまめな補修をおこなっていれば躯体等に与
える影響も少なく済んでいた。事後保全から予防保全への転換が必要。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

市有施設（学校を除く公共施設）の維持修繕のため公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

建物の耐震診断、補強設計及び工事や環境（温暖化等）対応の工事等、今後事業が増大するため削減の余
地は無い。

市有施設を維持していくためには、必要不可欠な事業である。

×

施設の老朽化対策と共に、各主管課からの修繕協力（雨漏り及び空調機の不良等）の対応、近年の国を取り巻く諸問題（地震、地球温暖化、待機園
児・学童の解消施設対策等）の対応業務に追われている。特に、2011.3.11の東日本大震災後、耐震化等への関心が高まっている。また、これに伴う
非構造部材等の耐震化も急務である。また、保全計画をから施設の老朽化状況の評価と今後かかるコスト及び保全方針等を集約し、今後の公共施
設再編計画へ繋げ、財政負担の軽減と平準化の効果を検証し、財政と連動した実効可能な計画を取り組む必要がある。

経年とともに建物の老朽化や劣化が進む。

○

うち委託料

今後ますます建物の老朽化が進むため、計画担当を置き計画的な修繕計画をたて建物の劣化防止・長寿命化
を図っていきたい。事後保全から予防保全への転換が必要。
平成26年度に国立市公共施設保全計画を策定し、施設の老朽化状況の評価と今後かかるコスト及び保全方針
等を集約し、今後の公共施設再編計画へ繋げることが必要。

向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
6  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
3
№
19
会計
一般 1 0 0 2 0 5 0 1 5 0 9 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成27年度の実績（平成27年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成28年度の事業計画（平成28年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

✔  削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

民間委託を行う際、市の意向がうまく伝達できるか、質の低下を招かないか、または委託会社を監理するのに職員の労力が掛かってしまうなどの課題
はある。このため、委託会社を効果的に監理する方法を係内でよく検討し、委託業務の中では委託会社との打合せを密にし、質の低下を招かない措
置を講じていかなければならない。大小の事業は、個別な流れで計画され実施されており、また各々の事業の連続性が優先されているため、各事業
の統合は図られていないという現状がある。このため、大きい事業に併せて小さい事業を複合的に取り込めば、成果の向上が見込める。

学校施設の大規模改修事業を廃止・休止した場合、老朽化による施設の荒廃は、児童・生徒の精神衛生上
においても学習活動に与える影響は大きく、事故等の発生にも繋がる。

○

うち委託料

現在、職員が行っている設計委託や工事監理委託等の民間委託を有効活用し、人件費を抑制する。
大小の事業が細分化され単独的な計画を持っているため、再編成し弾力性がある事業計画を作成し、実行す
る。（小さい事業計画の連続性にとらわれず、大きな事業に合せて実施していく）

向
上

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

実施設計業務や工事全体の監理業務等を民間機関に委託し、職員の負担を軽減するとともに人件費を抑制
することは検討の余地があると考える。

教育環境整備事業との連携を図ることができれば、コスト減等の成果が期待できる。

×
維
持

低
下

有効性については、成果の向上余地はあるが人員の増員や工事期間の
延長といった簡単には解決できない問題がある。
効率性については、事業費の削減は、質の低下を招きかねないため、見
直しの余地はないものと考える。
ただし、人件費の削減については、民間委託の活用や事業計画の見直
しなどによって改善の余地があると考える。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

日常的に学校は特定の市民の利用する施設であるが、災害時の避難場所という観点、または、一般市民へ
施設を開放していることからすれば、すべての市民のための施設であるため、受益者負担が公平であると考え
る。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？
現在、建設業界では、需要と供給のバランスが崩壊し始めており、今後工事を発注しても、不調が相次ぎ、事業計画が中止になるような事態も予想さ
れる。また、労務単価の上昇や人手不足による技量低下などが懸念され、コスト面においては、市の負担が増大することは必須である。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

学校の夏休み中に工事を行わなければならないため、短期間で施工でき、安価な仕様や工法は、実施設計
の業務の中で十分検討を重ねている。しかし、耐久性や安全性を要求される学校施設において、単純に安く
て低品質の仕様は採用できない。結局は、耐久性が低下し、改修のサイクルを早め、二重投資を招きかねな
い。消耗品等も少額であり、削減余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

法的には、学校の設置者である市が、学校の管理を行い、経費を負担することと学校教育法で定められてい
る。また、学校の利用者である市民（児童・生徒・保護者等）の安全、教育環境を維持管理することは、設置者
であり、施設管理者である市の義務として妥当と考える。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

大規模改修においては、まだ改修を行う必要があり、成果の向上余地がある。現在は、改修計画に基づき、
順次整備を行っている。根本的に組織体制の組み直しを行えば、早期に達成率100％にすることは可能と思
われる。他市においては、プロジェクトチームも組まれ、重点課題として取り組んでいる。夏休みという短期間
に限定された条件下で大きいボリュームの工事を行うことが不可能であることが障害となっている。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？
現在、建設業界では、需要と供給のバランスが崩壊し始めており、今後工事を発注しても、不調が相次ぎ、事業計画が中止になるような事態も予想さ
れる。

維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

00-77,304-3,318-10,324

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

0053,65000

100% 100% 59% #DIV/0! #DIV/0!

0 0 0 0

0
0 0 0 0
0 0 0 0

0 0 35,886 0

0 0 0

0

00

116,554

130,954

✔

3,31810,324

棟

棟

棟

棟

棟

（決算）（Ａ）

0 0

0

0 0

0

000

-3,003

00
0 0

1 1 1

11

1 1

0 0 0 0

1 1 1 1

11 11 11 11

11 11 11 11 11

学校の老朽化した施設を改善することにより安全性かつ快適性を確保できる。
現行基準に合致した施設に改善することで快適性を確保できる。

10 10 10 10 10

①第一中学校校舎外壁補修工事　②第一中学校特別支援学級棟屋根屋根改修工事

市立小中学校の児童生徒が、自ら学び自ら考える力をつけ、社会的な自立に向けて人格を形成する。（教育環境の向上を図ることができる）

0 0 0 0
0 0 0 0

0003,0038,004

0 0

小・中学校大規模改修事業

0 0
0 0

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

8,004
8,004
0

3,003
3,003
0

80 10 0 0

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

15120
00

・建設以来２０年以上を経過し、老朽化した市立小中学校施設

0 0

14,4003152,320
-15
-10

000

予定なし

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

3 まちをつかう

施策19　市有財産の管理と有効活用

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款 学校教育法第５条、学校環境衛生の基準、建築基準
法

法令根拠

建築営繕課

内山　　猛

所属課行政管理部

建築営繕係

0

0 0

平成26年度

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円 0 0 17,764 0

千円

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

棟

（決算）
平成24年度
（決算）

0 0

項目

①

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（決算）（Ａ）
平成25年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

5人

千円

時間

人

千円

時間

人

0
0

0

100%
-22,246

0

20,636

0
0
0
0

22,246

0
0

0
0
0
0

0

000
1
40

0
1,610
60

1 1

14,085

0 0 0 0 0
000

00000
0014,4003001,550 2,200

0時間 310

-73,986
53,650

116,554
0
0

4 4 0
440 60 2,880

14,100

127,636

平成28年度
（当初予算)

平成27年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

1

（事業の内容）
　小中学校施設の老朽化に伴う大規模改修、また、これに係る国庫補助事業に関する業務全般
（業務の内容）
　事業計画、予算の確保、工事の実施設計・起工・監理、委託業務の発注・現場管理・成果物のチェック、経理
　学校施設の大規模改造事業に係る国庫補助を受けるため、事前調査・認定申請・交付申請・実施調査・実績
　報告などの書類作成及び提出、会計検査対応など
（予算の内訳）
　需用費（消耗品費、印刷製本費）、委託料（実施設計、工事監理）、工事請負費、公立学校施設整備費補助金

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

名称 単位

差額
単位

平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

0

0

0

0

0

0

0

老朽化改善を実施した学校数（校舎棟）

老朽化改善を実施した学校数（体育館）

老朽化改善が必要な学校数（校舎棟）

老朽化改善が必要な学校数（体育館）

老朽化改善が必要な学校数（校舎棟）

老朽化改善が必要な学校数（体育館）

平成27年度 平成28年度 目標年度

2,820
5

0
0
0
0

0
-3,003
-3,003

0
35,886
17,764

0
0
0
0
0



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
7  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
3
№
19
会計
一般 1 0 0 2 0 5 0 1 5 0 9 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成27年度の実績（平成27年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成28年度の事業計画（平成28年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

✔  削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

-2,239
-2,089

0
9,650
4,776

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

平成27年度 平成28年度 目標年度

810
5

0

0

非構造耐震を実施した学校数（校舎）

非構造耐震を実施した学校数（屋体）

非構造耐震が必要な学校数（校舎）

非構造耐震が必要な学校数（屋体）

非構造耐震が必要な学校数（校舎）

非構造耐震が必要な学校数（屋体）

0

3

0

-7

0

-7

名称 単位

差額
単位

平成24年度 平成25年度 平成26年度

（事業の内容）
　小中学校施設の非構造部材耐震化対策、また、これに係る国庫補助事業に関する業務全般
（業務の内容）
　事業計画、予算の確保、工事の実施設計・起工・監理、委託業務の発注・現場管理・成果物のチェック、経理
　学校施設の地震補強事業等に係る国庫補助を受けるため、事前調査・認定申請・交付申請・実施調査・実績
　報告などの書類作成及び提出、会計検査対応など
（予算の内訳）
　需用費（消耗品費、印刷製本費）、委託料（実施設計、工事監理、耐震診断）、工事請負費、公立学校施設整
　備費補助金

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成28年度
（当初予算)

平成27年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

0

4 4 5
1,100 4,650 5,460

4,050

-3,222

時間 0

17,648
14,426

-4,028
0
0

4,880

000
024,40027,30023,2500 5,500

000

00

0

1 1

2,895

0 0 0 0 0

0

0

000
0
0

0
0

0
0
0

0

0
0

0
0
0

0
0

0

#DIV/0!
0
0

0

0

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成25年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

0人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

校

（決算）
平成24年度
（決算）

0 0

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円 0 30,749 35,525 26,366

②

③

④

手段

対象

意図

結果

建築営繕課

内山　　猛

所属課行政管理部

建築営繕係

0

0 1

平成26年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款 建築物の耐震改修の促進に関する法律、学校教育法
建築基準法

法令根拠

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

3 まちをつかう

施策19　市有財産の管理と有効活用

第七小学校校舎非構造部材耐震化対策工事（一期工事）
第三中学校校舎非構造部材耐震化対策工事（一期工事）

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

-1,155
-770

01,00501,155285
025,405

市立小中学校の校舎棟及び屋内運動場

0 2

27,30024,4055,785

190 770 0 670

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

19,808
19,808

0

16,919
16,819

0

小・中学校耐震補強事業

14,830 0
14,580 0

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

0

0014,83016,91919,808
0 0 0 0
0 0 0 0

学校施設の非構造部材の耐震性能を向上させ、地震時の被害をなくす。

0 0 4 7 0

一小、二小屋内運動場非構造部材耐震化対策工事、　五小、六小屋内運動場非構造部材耐震化対策工事
七小、一中、二中屋内運動場非構造部材耐震化対策工事
市立小中学校校舎非構造部材耐震化対策工事実施設計委託（七小、三中）

市立小中学校の児童生徒が、自ら学び自ら考える力をつけ、社会的な自立に向けて人格を形成する。（教育環境の向上を図ることができる）

11 11 11 11 9

0

11 11 7 0

11 11 11 11 9

11 11

0 0 0

7 0 0

0

000

-2,089

00
0 0

0 210,352

0

0 0

校

校

校

校

校

（決算）（Ａ）

✔

✔

251,67625,593

206,324

248,454

183,032

0208,437

0 62,117 71,767 54,910

0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

081,276107,29292,8660

100% 63% 57% 61% #DIV/0!
0-127,161-141,162-158,810-25,593

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？
現在、建設業界では、需要と供給のバランスが崩壊し始めており、今後工事を発注しても、不調が相次ぎ、事業計画が中止になるような事態も予想さ
れる。

維持 増加

法的には、学校の設置者である市が、学校の管理を行い、経費を負担することと学校教育法で定められてい
る。また、学校の利用者である市民（児童・生徒・保護者等）の安全、教育環境を維持管理することは、設置者
であり、施設管理者である市の義務として妥当と考える。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

学校施設の非構造部材耐震化事業において、成果の向上余地がある。現在は、屋内運動場について、平成27年度までに
吊り天井を撤去するよう文部科学省より通達があるため、２箇年で順次整備を行う予定であるが、校舎棟の非構造部材耐震
化については、大規模改修とともに教育環境の向上のための改修を併せて行った方が成果を向上できるが、夏休みという
短期間に限定された条件下で大規模な工事を行うことが不可能であることが障害となっている。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

現在、建設業界では、需要と供給のバランスが崩壊し始めており、今後工事を発注しても、不調が相次ぎ、事業計画が中止になるような事態も予想さ
れる。また、労務単価の上昇や人手不足による技量低下などが懸念され、コスト面においては、市の負担が増大することは必須である。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

学校の夏休み中に工事を行わなければならないため、短期間で施工でき、安価な仕様や工法は、実施設計
の業務の中で十分検討を重ねている。しかし、耐久性や安全性を要求される学校施設において、単純に安く
て低品質の仕様は採用できない。結局は、耐久性が低下し、改修のサイクルを早め、二重投資を招きかねな
い。消耗品等も少額であり、削減余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

有効性については、成果の向上余地はあるが人員の増員や工事期間の
延長といった簡単には解決できない問題がある。
効率性については、事業費の削減は、質の低下を招きかねないため、見
直しの余地はないものと考える。
ただし、人件費の削減については、民間委託の活用や事業計画の見直
しなどによって改善の余地があると考える。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

日常的に学校は特定の市民の利用する施設であるが、災害時の避難場所という観点、または、一般市民へ
施設を開放していることからすれば、すべての市民のための施設であるため、受益者負担が公平であると考え
る。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

実施設計業務や工事全体の監理業務等を民間機関に委託し、職員の負担を軽減するとともに人件費を抑制
することは検討の余地があると考える。

類似事業がない。

×

民間委託を行う際、市の意向がうまく伝達できるか、質の低下を招かないか、または委託会社を監理するのに職員の労力が掛かってしまうなどの課題
はある。このため、委託会社を効果的に監理する方法を課内でよく検討し、委託業務の中では委託会社との打合せを密にし、質の低下を招かない措
置を講じていかなければならない。

学校施設の非構造部材耐震化事業を廃止・休止した場合、地震時の児童・生徒の安全性が確保されない。
また、災害時の避難場所に指定されているため、避難所の安全性が確保できないことは市全体の総合防災
計画上、影響を及ぼすこととなる。

○

うち委託料

現在、職員が行っている設計委託や工事監理委託等の民間委託を有効活用し、人件費を抑制する。 向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
2  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
3
№
19

会計
1 2 1 1 0 1 5 9 0 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成27年度の実績（平成27年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成28年度の事業計画（平成28年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) 担当課評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
0

0
0
0

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

平成27年度 平成28年度 目標年度

0
2

0

0

土地所有者からの申し出受付件数

審査委員会の開催回数

処理した道水路用地面積

市道拡幅件数

市内の道路が安全で快適に通行する

ことが出来ると答えた市民の割合

-2

0

-1

0

-496

-3

名称 単位

差額
単位

平成24年度 平成25年度 平成26年度

平成14年度から実施された地方分権によって、国有地であった公共
物が市の所管となったことから始まった。

（事務事業の内容）
市が所有している特定公共物等（赤道、水路等）のうち、道路として存置していく必要のないものについては、その部分の土地を隣接す
る土地所有者に払下げるか、隣接する土地所有者の所有している土地の一部と交換し、市道の拡幅にあてる。また、水路については、
機能代替や廃滅水路敷きの財産整理を行う。
（業務の内容）
1．土地所有者の申し出を受け付ける。
2．現地調査および資料収集を行う。
3．交換や払下げの処理をしてよいか審査委員会で検討する。
4．処理できる場合には、申請者にその旨を通知し、特定公共物等の用途を廃止し手続きを行う。交換・払下げ部分の表題登記、所有
権保存登記、公有財産の所管替え、市道の区域変更、関連機関との協議、交換契約書の締結、所有権移転登記、境界確定作業等を
行う。
5．5年に1度、市の所有する存置していく必要のない道路用地等について、隣接土地所有者へ通知する。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成28年度
（当初予算)

平成27年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

2 2 2
2,400 2,400 2,400

0

0

時間 2,400

0
0

0
0
0

2,400

012,00012,00012,00012,000 12,000

000

0
0

0

000

12,000

12,000

0

100%
-12,000

0

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成25年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

2人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

件

（決算）
平成24年度

（決算）

7 18

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

②

③

④

手段

対象

意図

結果

道路下水道課

佐伯喜重郎

所属課都市整備部

道路管理係

14

平成26年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
国立市特定公共物管理条例法令根拠

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

3 まちをつかう

施策19　市有財産の管理と有効活用

前年度同様

千円

千円

千円

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象に

おける意図の達成度
を表す指標）

0
0

00000
012,000

市が所有する道路・水路に隣接する土地所有者からの申し出により、審査委員会を開催する。

12 12

12,00012,00012,000

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

財産整理事業

％

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

00000

ア）道路・水路の交換・払下げがなされ、土地所有者が一体的な土地利用ができる。、
イ）交換により市道が拡幅される。

1.土地所有者の申し出受付　2.現地調査及び資料収集　3.審査委員会の開催　4.処理できる場合にはその旨を通知し、特定公共物等の用途を廃止し手続きを行う。交換・払下げ部分の表
題登記、所有権保存登記、公有財産の所管替え、市道の区域変更、関連機関との協議、交換契約書の締結、所有権移転登記、境界確定作業等を行う。また、処理できない場合は、申請者
にその旨を通知する。

歩行者・自転車利用者が、安全に快適な通行ができる。

5 9 9 8 8

380 327 828 332 332

2 5 7 4 4

0

000

0

00

0

回

㎡

箇所

（決算）（Ａ）

12,00012,000 12,000 012,000

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!
0-12,000-12,000-12,000-12,000

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金

←実施計画上の重点項
目

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事業
か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異はな
いか？何が原因で成果向上が期待でき
ないのか？

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以外
他に方法はないか？類似事業との統廃
合ができるか？類似事業との連携を図る
ことにより、成果の向上が期待できる
か？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響の
有無とその内容は？（そもそも、この事
業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減で
きないか？成果を下げずにより正職員以
外の職員や委託でできないか？（アウト
ソーシングなど）

×

うち委託料

向
上


